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○障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針 

（平成２７年２月２４日閣議決定（抜粋）） 

 

第２ 行政機関等及び事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する共

通的な事項  

１ 法の対象範囲 （略） 

２ 不当な差別的取扱い  

(1)不当な差別的取扱いの基本的な考え方  

ア 法は、障害者に対して、正当な理由なく、障害を理由として、財・サービスや各種機会

の提供を拒否する又は提供に当たって場所・時間帯などを制限する、障害者でない者に対

しては付さない条件を付けることなどにより、障害者の権利利益を侵害することを禁止し

ている。なお、障害者の事実上の平等を促進し、又は達成するために必要な特別の措置は、

不当な差別的取扱いではない。  

イ したがって、障害者を障害者でない者と比べて優遇する取扱い（いわゆる積極的改善措

置）、法に規定された障害者に対する合理的配慮の提供による障害者でない者との異なる

取扱いや、合理的配慮を提供等するために必要な範囲で、プライバシーに配慮しつつ障害

者に障害の状況等を確認することは、不当な差別的取扱いには当たらない。不当な差別的

取扱いとは、正当な理由なく、障害者を、問題となる事務・事業 について本質的に関係

する諸事情が同じ障害者でない者より不利に扱うことである点に留意する必要がある。  

(2)正当な理由の判断の視点  

正当な理由に相当するのは、障害者に対して、障害を理由として、財・サービスや各種

機会の提供を拒否するなどの取扱いが客観的に見て正当な目的の下に行われたものであ

り、その目的に照らしてやむを得ないと言える場合である。行政機関等及び事業者におい

ては、正当な理由に相当するか否かについて、個別の事案ごとに、障害者、事業者、第三

者の権利利益（例：安全の確保、財産の保全、事業の目的・内容・機能の維持、損害発生

の防止等）及び行政機関等の事務・事業の目的・内容・機能の維持等の観点に鑑み、具体

的場面や状況に応じて総合的・客観的に判断することが必要である。行政機関等及び事業

者は、正当な理由があると判断した場合には、障害者にその理由を説明するものとし、理

解を得るよう努めることが望ましい。 
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